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　臨時国会が始まってようやく総理大臣の所信表明演説と、安住財務大臣による財政演説が衆参両院で行われた。所信表明に対する代表質問が今週から始まるが、その後フランスでのサミットもあり、復興のための第三次補正予算を審議する予算委員会は、11月7日から始まる予定である。

被災地のことを考えれば、本来もっと早く提出されるべきだったのに、財務省が財源の確保を優先したために遅れたとは、前総務大臣である片山善博慶応大学教授の言ではあるが、事の真相はどうだったのだろうか。とにかく、予算の一刻も早い成立を期待したいものである。それと同時に、依然として国会に残されている税制改革法案、納税環境問題や地球温暖化対策税、相続税など、早く成立させてもらいたいものだ。

来年度税制改革を議論している政府税制調査会の論議にも影響するだけに、深刻な問題である。

■国際連帯税についてのシンポジウムに出席、議連設立の経過報告

　先週の29日土曜日に、「『国際連帯税』東京シンポジウム2011」~G20サミットに向けて、痛みの共有から国際連帯へ~が開催され、この間の国際連帯税設立議員連盟の開始から、最近の政府税制調査会の論議までの歴史について、30分間という短い時間ではあったが、話をしてきた。

東洋大学の教室を借りての集会であったが、各界各層の方たちが参加されており、日本の政治の現場ではなかなか盛り上がらない論議ではあるが、継続していくことが必ずいつかは実現できるという確信を持てそうな雰囲気が感じられた会合であった。

　それにしても、前号で通貨取引税の問題提起をしてきたのだが、それ以降も朝日新聞にはロンドン大学名誉教授であるロナルド・ドーアさんと小此木論説副主幹の対談が掲載され、ドーアさんも「金融取引グローバル課税必要」と主張されていた。特にソブリン危機から金融危機へと進化するＥＵにおいて、金融取引に薄く広く課税すべきだという機運が高まっているし、「ウオール街占拠」による金融批判のうねりの中で、オバマ大統領も「金融課税に腹をくくる可能性が出てくるかもしれない」とみておられた。

今週末からフランスでG20首脳会議が開催されるのだが、果たしてそこで金融取引に対する課税問題が論議されるのかどうか不明だが、少なくとも日本の野田総理のほうから提起することはなさそうである。

■外務省へ、もっと真剣に国際連帯税について検討せよ

　28日に開催された政府税制調査会で、外務省から国際開発連帯税という名称で、昨年に引き続いて要望が出されたのだが、昨年の要望はせいぜい2~3行の設立要望だけが示されたお粗末なものであったが、今年のそれは多少膨らませていたものの、内容的にはきわめて貧弱なもので、準備不足は否めない代物であった。

昨年の12月、日本が議長となった革新的資金メカニズムのリーディンググループの会合で、当時の前原外務大臣が前向きの発言をされたにもかかわらず、外務省的には殆どロビー活動もしていないし、省内に検討チームを設置したり審議会を作ったりしたという話は寡聞にして知らない。税制調査会へは申し訳程度の要望を出しておけばよい、といった程度のものだったと思える。猛省を促したい。

　もちろん、今年の税制改正は、税・社会保障一体改革に基づいて「2010年代半ばまでに、経済条件が好転することを条件に、消費税率を10%まで引き上げる」という課題を実現するだけで精いっぱいで、新しい税を創設するなどということはその後にしてほしい、という財務省の気持ちを忖度しているのかもしれない。もちろん、それはそれとして理解できないわけではないが、自分たちの主張は主張として堂々と提起し続けてほしいものである。

■円高対策として、通貨取引税の活用が民主党内から出る可能性

　外務省の動きとは裏腹に、民主党内部からの新しい観点からの位置づけが出されようとしている。それは、円高対策として通貨取引に課税をしていくというもので、劇薬ではあるが過度な円高(過度な円売りにも有効)に対して有効な政策ツールとして準備しておくことの意義は大きい。ドル、ポンド、ユーロ、元、ウオンといった通貨から円に転換することには、通常取引に課税することにもなるだけに経済界の批判が予測されるのだが、日

銀の為替介入には効果が乏しく、それよりも税制を活用していくとの話である。実需を伴わない投機に対してだけどのように課税できるのか、大いに議論していくべきであろう。

■ロナルド・ドーア著『金融が乗っ取る世界経済』を今年のエコノミスト賞に

　それにしても、ロナルド・ドーアロンドン大学名誉教授が来日されている。10月末『金融がのっとる世界経済』-21世紀の憂鬱-という新書を中央公論社から発刊され、その内容について各地で講演されているという。

早速買って読んでみたのだが、なかなか面白く1970年代から始まる経済の金融化がいかに問題をもたらし、今回のリーマンショックを深刻なものにしてきたのか、明解に説かれている。その後事態が好転するかに見えたのだが、2009年末にコペンハーゲンで開催されたCOP15での決裂以降事態は大きく転換し、その後の金融の肥大化の歯止めもあまり進まなくなってしまい、例のギリシアに始まるソブリン危機から今日のEU全体の危機にまで拡大していることなど、さすがイギリスで生まれ日本の専門家として、アメリカやEUの経済・社会・政治にも精通されているドーアさんならではの縦横無尽の分析に魅了される。

とくに、各種の資料を数値化されて論証されているなかで、例えば日本の週刊エコノミスト誌における執筆者の推移を調べられ、いかに日本でも経済の金融化が当たり前のように進んできているのか、明らかにされているのだが、こういうありふれたデータを数値化する中で、経済の金融化の進展を論証されているのには頭が下がる。

この点で、今から4~5年前にドーアさんが書かれた『誰のための会社にするのか』(岩波新書)の中で、バブル期と2002~05年の、共に経済が好況期であった時の株式配当と経営者の報酬と従業員の給与の伸びなどを対比され、いかに日本の資本主義の性格が株主・経営者資本主義へと変わったかを論証されたことに思わず唸らされたこがあったが、随所にそれと同じような論証が出てくる。

新書というスタイルではあるが、最近の金融問題を概観するのにはうってつけの書であり、小生などが評価をうんぬんする資格はないのだが、名著といってよいのではなかろうか。今年のエコノミスト賞の受賞候補に入っても良いのではないかとさえ思う。

■時価会計への転換について、もっと注目すべきでは

　経済・金融の論点について実に詳細に展開されているのだが、何故か会計基準についての記述が少ないのが気になる。というのも、1980年代後半のS&L危機の頃からアメリカでそれまでの取得原価会計から時価会計へと大転換することの評価が不十分なのでは、と思う。

今回のリーマンショックの背景をなしているCDOなどの証券化商品について、実現していないにもかかわらず時価で計算して未実現の利益を生み出したという点も、インセンティブと並んで重要な問題だと思うのであるが、世界の金融危機の問題点を指摘した金融安定化フォーラムもその発展組織である金融安定理事会でもあまり触れられていない。

また、その後のG20やBISでもあまり真剣に論議されていない。もっぱらIFRSでの基準の設定問題に終わっている。その点についての、ドーアさんの見解も知りたかった点である。

■米中の新冷戦の行方と日本の対応に注目するドーア教授

　その点はさておき、最後の指摘はなかなか深刻、かつ重大である。それは、西太平洋における覇権国家が、アメリカから中国へと移るとみておられる。その点についての大問題として次、の三点を挙げておられる。(以下227~228ページより)

？アメリカにゴルバチョフはいるか、である。それとも、何千万人もの死者が出そうな実際の衝突、つまり戦争の勝ち負けに決済が委ねられるだろうか。

その頃になると、徐々に東洋のモデルとなるだろう中国の経済は、米国と同様な個人所有権がオールマイティの組織になるのか。そして、アメリカのような、成功した人とそうでない人の格差が大きい社会となるか、それとも儒教的な家父長主義的な政策をとってより平等な社会になるのか。

？60年もの間、日本を行ったり来たりし、日本人の友達が多い私にとって大変関心が高い問題だが、土壇場になっても、日本は依然として米国に密着しているのか。独立国家として、米中が何千万人を殺しかねない衝突に突き進まないよう、有効に立ち回れるのかどうか。まことに刺激に富む問題提起である。はてさて、我々日本人はどのような答えを用意できるのだろうか。

少なくとも、儒教的な家父長的な政策をとり続けるかどうかは別にして、より平等な社会へと転換してもらいたいものだ。

気になるのは、中国の少子化が案外早く到来し、中国経済の成長率が落ち、社会保障の整備が間に合わなくなることではないかとみているのだが、どうだろうか。

